
平成２５年度定例監査結果（上期）について

平成２５年１２月６日

                           山梨県監査委員事務局

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき執行した監査の結果に関する報告を同条第９項の規定

により公表する。

１ 監査実施所属数 上期分１４２所属（年間定例監査対象所属数２５７所属）

２ 監査対象期間  平成２４年度

３ 監査の実施期間 平成２５年４月２２日～８月３０日

４ 監査の方法

   監査は、監査対象期間における財務に関する事務及び工事の執行状況について、抽出の方法に

より、諸帳簿及び証明書類等を照査するとともに、現地調査、職員からの事情聴取により実施し

た。

定例監査を効果的に実施するため、重点的に監査を行う事項（以下「重点事項」という。）を定

めて監査を実施しており、今年度「税外収入未済に対する債権管理は適正か。」を昨年度に引き続

き重点事項とした。重点事項の監査では、昨年度に指摘した事項の改善状況と新たに発生した収

入未済債権の管理状況について監査を実施している。

  また、今年度は「建設工事における設計変更及び契約変更は適正に行われているか。」を工事監

査の重点事項及び行政監査として定例監査と併せて実施している。

５ 監査結果処理区分

・指摘事項 法令等に違反するなど著しく不適切な事務処理等と認められるもの

・指導事項  指摘事項以外で特に改善を要すると認められるもの

・注意事項  不適切な処理の内容が軽易なもので、単純な誤謬に起因すると認められるもの

・意 見  監査の結果に基づき組織及び運営の合理化等に資すると認められる事項

＊なお、行政監査は事務事業の効率性、経済性、有効性等の観点から監査を行うため、結果については、改善・

検討を要する事項を類型化して登載することとした。

６ 監査の結果

指摘事項、指導事項、注意事項、意見とした区分の集計は次のとおりである。

（区分毎の内訳は、別添山梨県公報を参照）

指摘事項１１件、 指導事項１４８件、 注意事項５９件、 意見０件  合計 ２１８件

７ 指摘事項の概要（詳細は別紙のとおり）

① 昨年度の定例監査において、収入未済の債権管理について指導事項となっていたものが、今年

度の監査においても改善されていなかった。（重点）（５件）

[長寿社会課] （県公報６ページ） [障害福祉課] （県公報７ページ）             

[建築住宅課] （県公報２１ページ）[富士・東部建設事務所（本所）] （県公報２５ページ）

[企業局石和温泉管理事務所] （県公報２８ページ）

② 昨年度の定例監査において、占有物品受入調書が作成されておらず、指導事項となっていたも

のが、今年度の監査においても改善されていなかった。（物品）

[森林環境総務課] （県公報８ページ）

③ やまなしベンチャー育成投資事業有限責任組合出資金のうち、自己株式取得による株式売却に

伴い県に配分された分配金について、みなし配当に対する源泉所得税が約３１９万円発生してい

たが、この税額の還付手続きが行われていなかった。（財産）

[産業支援課] （県公報１３ページ）



④ 富士北麓駐車場山梨県道路公社負担金などについて、調定が遅延していたもの。（収入）

[観光資源課] （県公報１５ページ）

⑤ 富士ビジターセンター用地など土地４０件の財産を借受けているが、３１件について借受財産移

動報告がなされておらず、借受財産台帳が未整備であった。また、借受財産台帳の借受料の更新

がなされていないものが３件あった。 （財産）

[観光資源課] （県公報１５ページ）

⑥ 史跡舞鶴城公園石積み復元補修工事における変更契約事務において著しく不適切な事務処理が

あった。（工事）

ア 当初契約の工事の目的である石積み復元補修を逸脱する、鉄門
くろがねもん

周りの安全施設の整備、

鉄門
くろがねもん

周りの舗装工を設計変更、契約変更で追加施工していた。

イ 変更見込額が請負代金額の 30％を超える設計変更は、本庁事業所管課長あてに予め協議す

ることと、「建設工事の設計及び契約変更事務処理要領」に規定されているが、変更部分に係

る工事終了後に協議が行われていた。

ウ 変更契約は、概ね出来高部分が請負代金額の範囲を超えない時期までにすることと「建設

工事の設計及び契約変更事務処理要領」に規定されているが、その時期を過ぎて変更契約を

締結していた。

[中北建設事務所（本所）] （県公報２１～２３ページ）

⑦ 教育奨励資金貸付金の台帳に記載されている 2名分の債権について、貸付を確認できる書類が

保存されておらず、調定がなされていないものがあった。債権額 合計 433,000円 （重点）

[高校教育課] （県公報２９ページ）

８ 指導事項の内容（主なもの）

①収入（３７件）  収入未済（３４件）など

②支出（１２件） 支払遅延（３件） 補助金の事務手続き不適正（３件）など

③給与（９件）  手当支給要件の確認不足（６件）など

④物品（１７件）  備品原簿と現品が不一致（４件）

占有物品の受払いに関する調書の未作成（３件）など

⑤財産（１９件）  取得用地の未登記（１０件）           

財産の移動に係る移動報告書の未提出（５件）など

⑥契約（２７件）  契約条項の不備

（違約金、予定数量、保証金等に関する条項）（２２件）など

⑦工事（２０件） 変更契約の締結時期の遅延（１０件）など

⑧重点（７件）  督促状の未発付及び遅延（５件）など

９ 注意事項の内容（主なもの）

①契約（２３件）  契約書に貼付された印紙税額の誤り（１５件）など

②工事（２３件） 工事の変更契約に係る事務手続きの軽微な誤り（２２件）など

＜参考＞・地方自治法第１９９条第４項  

     監査委員は、毎会計年度少なくとも１回以上期日を定めて第１項の規定による監査をしなければならない。

    ・地方自治法第１９９条第９項

     監査委員は、監査の結果に関する報告を決定し、これを普通地方公共団体の議長及び長（中略）に提出し、

かつ、これを公表しなければならない。


